
 令和 5 年度 点検・評価報告書  

 
 

別紙⑥ 
                   

                                              学科名・専攻名 総合情報学部 総合情報学科  
１．教育課程・学習成果に関する点検・評価項目 
 ① ② ③ ④ ⑤ 

点検項目 

教育課程の編成・実施方針（カリキュラ

ム・ポリシー）に基づき、各学位課程に

ふさわしい授業科目を開設し、教育課程

を体系的に編成しているか。 

学生の学習を活性化し、効果的に教育

を行うための様々な措置を講じている

か。 

成績評価、単位認定及び学位授与を適切

に行っているか。 

学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

に明示した学生の学習成果を適切に把

握及び評価しているか。 

教育課程及びその内容、方法の適切性につ

いて定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向け

た取り組みを行っているか。 

自己評価 
（☑を記入） 

☑ している 
□ 一部している 
□ していない 

☑ 講じている 
□ 一部講じている 
□ 講じていない 

☑ 行っている 
□ 一部行っている 
□ 行っていない 

☑ している 
□ 一部している 
□ していない 

☑ 行っている 
□ 一部行っている 
□ 行っていない 

点検項目に 
対する 
現状説明 

総合情報学科では、学科全体・情報シ

ステム学系・データサイエンス学系・情

報メディア学系及び教職課程の各カリ

キュラム・ポリシーに従って授業科目を

開講している。なお、令和５年度の改組

により，充実した教育課程の編成を進行

している。 
教育課程の内容としては、学科共通の

科目として、教育理念「現代実学主義」

の基礎となる科目区分「現代実学」を割

り当て、「情報リテラシー演習」、「情報モ

ラルとセキュリティ」の２科目を配し、

学部学生全員が履修する必修科目とし

ている。３つの学系に対してはそれぞ

れ、情報システム学概論、データサイエ

ンス学概論、情報メディア学概論を必修

とし、各学系における学びの方向性を学

生に示し、また、続く専門教育への入り

口としている。学生ハンドブックには学

系ごとの履修モデルを明示し、学生が所

属した学系に適している授業科目を履

修できるようにしている。また、学位授

与方針に関連付けたカリキュラムマッ

プを作成し、シラバスの到達目標に、学

位授与方針を関連付けて、どのような知

識・能力を修得できるかを具体的に明示

している。専門教育については、「専門基

礎」、「専門応用」の２つの分類の下に各

学系の特色を反映できる科目を用意し

ている。 

令和４年度から対面授業に戻った

が、従前からの授業形態に加え、リモ

ート授業で培った ICT を用いた学習支

援の体制整備に注力している。対面授

業を実施する前提ながらも、使用する

教材や外部講師を招請した講演など

で、zoomを一部導入した授業だけでな

く、その機能を活用して欠席者や復習

のための授業録画ビデオの公開、さら

には Web で学習を支援するための

WebClass な ど の LMS （ Learning 

Management System）を有効的に活用し

ている。 

また、従来からの東京情報大学 Web

情報システム「J-port」サービスでは学

生への連絡や学生からの各種申請や登

録ができるようになっている。 

総合情報学部では、４月上旬に１年

生を対象に英数国の基礎学力調査を行

い、「英語」「文章表現」「数学系科目」

の能力別クラス割り当てを実施してい

る。特に、成績上位の学生はアドバン

ストクラス、成績下位の学生はベーシ

ッククラスへ割り当てて、能力に合っ

た徹底的な指導を行っている。 
また、初年次教育として、１年次生全

員を対象とした必修科目「基礎演習」

を配当している。この授業は、①本学

の教育理念等を理解する、②目標に沿

った履修計画をたてる、③大学での学

 成績評価については、評価方法をシ

ラバスに明記し、それに基づいて厳密

に行っている。シラバスは東京情報大

学Web情報システム「J-port」上に記載

されており、ネットワーク環境があれ

ば学生はどこからでも参照可能となっ

ている。また進級要件・卒業要件につ

いては、総合情報学部履修規程第１９

条及び２０条に規定し、学生ハンドブ

ックへ掲載するとともに、J-portから

は現在の取得単位数や進級・卒業に必

要な単位数などを確認することもでき

る。 

２年次から３年次への進級では、入

学後の２年間（休学期間を除く）で、

修得単位が５０単位に満たない者は、

３年次に進級することができない。３

年次から４年次への進級では、３年次

終了の時点で、①修得単位が９０単位

以上であること、②１年次配当の必修

科目の単位を全て修得済であることが

求められる。 

一方、未然に成績不良を防止するた

めにJ-port（出席管理システム）を利用

している授業科目において、出席を殆

どしていない学生の確認を行ってい

る。令和4年度から導入された J-portの
出席管理システムでは、全ての教員が

全ての学生の出席を確認することがで

きるため，より細かい指導が可能にな

 各授業のシラバスにディプロマ・ポリ

シーに関連付けた到達目標（「知識・理

解」、「汎用的技能」、「態度・志向性」、「総

合的な学習経験と創造的思考」）を明記

し、目標に到達しない場合は単位を付与

しないことを学生に周知している。 
 本学の学びの集大成として全学生に

必修科目として「卒業研究」を課してい

る。「卒業研究」については従来、研究室

単位での評価であったが、令和２年度よ

り学科共通の評価表を策定のうえ、結果

を審査し、学位授与を行っている。 

 卒業研究に関しては卒業研究の授業の

一環として、毎年各研究室代表者による

卒業論文発表会を実施している。 

 なお、令和５年度の卒業論文発表会に

おいては 22 件のエントリーがあった。

今回の卒業論文発表会を通して、特に優

れた卒業研究であると評価された 6件の

発表者には学長賞または小田賞が授与

された。 

 また、令和５年度から卒業論文発表会

へのさらなるエントリーを促すために、

学長賞または小田賞に準ずる賞として

学科長賞を設けた。学長賞または小田賞

の受賞には至らなかったものの、これら

に準ずる卒業研究を行った学生に対し

てその成果を顕彰した。 

学生にとって一段と魅力ある学科とす

るために、令和元年度に「大学院及び総合

情報学部次期改革委員会」を設け、学部（学

科）の教育体系の構成について検討を行っ

た。検討課題として、数理・データサイエ

ンス・AI 教育プログラム認定制度への対

応と新分野（生命情報分野、IoT 分野）へ

の展開も考慮され、結果として、令和 5年

度より新たに「情報システム学系」、「デー

タサイエンス学系」、「情報メディア学系」

の３つの系列を柱とした体制を開始した。

それに伴い、ディプロマ・ポリシー、カリ

キュラム・ポリシー、アドミッション・ポ

リシーの見直しと教育編成の整合性を検

討するとともに教育体系化を検討し、改定

を進めてきた。 

現在、「総合情報学部将来構想検討委員

会」を立ち上げた上で、社会状況の変化な

ども考慮に入れつつ、引き続き教育体系の

構成等について検討を行っている。 

また、研究室単位で教育課程の改善点を

ボトムアップから把握するためのレポー

トライン（学科内に研究室取り纏め役の設

置）を学科内に整備した。 

なお、教職課程においては既に質向上を

目指した自己点検・評価の取り組みを行っ

ており、令和２～３年にかけて好事例校に

選定されている（一般社団法人全国私立大

学教職課程協会 教職課程質保証に関する

特別委員会実施の文科省委託事業「教員の
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学生の社会的及び職業的自立を図る

ために、科目区分「キャリアデザイン」

を割り当て、キャリア形成を支援する科

目を配し、就職支援行事と合わせて複合

的に学生のキャリアアップを図ってい

る。 

び方を理解する、④大学の特色・特徴

のある設備や学びの概要を知る、⑤読

む、書く、聞く、話すことができるなど

の指導を行っている。また、授業に限

らず大学生活の指導なども行ってい

る。 
主体的学びを促す必修講義科目とし

て「知識創造の方法」を 1 年前期に配

当している。当該科目は、クラスごと

に科目担当者の設定した内容を題材に

アクティブ・ラーニング形式の授業を

展開している。例えば、①スマートフ

ォンやパソコン、ソーシャルメディア

を利用して情報管理を行い、企画書の

制作からプレゼンテーションまでを行

う演習、②論理的思考力を養うための

思考法の議論型演習、社会的な問題を

収集・分析し、それに基づいて新聞を

作成する形式の演習、③企業からの実

際の問題提起に対して情報収集および

ディスカッションを行い、解決法をプ

レゼンテーションする形式の演習等を

行っている。それぞれの授業は１クラ

ス約４０名が受講し、５名程度のグル

ープにわかれて演習を行うことで個々

人の主体的な参加を促している。 
2 年次後期より専門教育を行ってお

り「専門演習」、「卒業研究Ⅰ/Ⅱ」が必

修となっておりゼミナール形式の教育

活動を行っている。 
さらに総合情報学科では資格取得の

推奨と支援を行っている。知識・技能

審査の学修として本学が定めた資格の

級または得点に該当するか，あるいは

合格した場合，それに該当する授業科

目の単位認定を行っている。本学が定

めた資格を受験し合格した場合、その

受験料を補助している。 

っている。また出席の少ない学生に対

して、個々の担当教員の見落としを防

止するため、必修科目の欠席者の一覧

を全教員に報告し、担当教員が学生の

指導を行う体制を取っている。複数回

欠席が続く場合は担当教員に連絡し、

学生の指導を行う体制となっている。

進級・卒業要件を満たさなかった学生

には、学期末にクラス担任が保護者を

交えた面談を実施し指導している。ま

た、１年次生には進級要件を設けてい

ないが、修得単位数が２０単位に満た

ない者に対して、同様に指導を行って

いる。１～３年生については、当該年

度のＧＰＡが 1.0 未満の場合、年度末

にクラス（ゼミ）担任による面談指導

を行っている。 
                  

養成・採用・研修の一体的改革推進事業」

における令和 2・3年度の研究協力）。 
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現状説明を 
踏まえた 
長所・特色 

【長所】 
教育課程は学位授与方針、教育課程編

成の方針に基づき適切に編成している。

特に専門教育においては学系毎に「専門

基礎」、「専門応用」の２種類の科目群を

設定し、各学系において学系を特徴づけ

る専門能力を高めるための授業科目が

用意されている。 
 

【長所】 
基礎教育では、「英語」、「数学」、「文

章表現」は能力別クラスを設けたきめ

細やかな対応をしている。学科全学生

を対象にした選択必修科目としてアク

ティブ・ラーニングである「知識創造

の方法」を設置し特色ある教育を実現

している。また、２年次後期よりゼミ

ナール形式の専門教育を行っており、

より高い専門能力の獲得に向けた教育

活動を実現している。 

【長所】 
進級・卒業判定は適切に運用してい

る。なお、その進級・卒業要件の適切性

については、各年次で３０～４０単位を

修得すれば要件を満たすので、必ずしも

厳しい要件であるとは言えない。 
 

【長所】 
本学科のディプロマ・ポリシーは「知

識・理解」、「汎用的技能」、「態度・志向

性」、「総合的な学習経験と創造的思考」

に内容を細分化しその方針を詳細に明

示している。 
ディプロマ・ポリシーの達成を確認す

るために「卒業研究」を必修として課し、

大学での学びの成果を卒業論文として

まとめさせている。 

【長所】 
「大学院及び総合情報学部次期改革委員

会」を設け、学部（学科）の教育体系の構

成について検討を行った。 

教職課程においても、恒常的に質向上を

目指した自己点検・評価の取り組みを行っ

ている。 

【特色】 
基礎教育においては、「全学基礎科

目」「共通基礎科目」「情報基礎科目」、「キ

ャリアデザイン科目」が設定されてお

り、専門教育には「専門基礎」、「専門応

用」、「卒業研究」を設置し、段階的に専

門能力を修得できるよう工夫している。

各学系の履修モデルに従って学習する

ことにより、それぞれの専門知識を身に

付けることができる。 

【特色】 
基礎科目では、能力別クラスをもった

講義科目を設置し、あわせて、主体的

学びを促す講義科目として「知識創造

の方法」をアクティブ・ラーニング形

式で授業を実施している。 
専門教育では段階的な専門的教育を

学ぶと同時に２年次後半よりゼミナー

ル形式の教育を行うことにより、より

高い専門能力の獲得に向けた教育活動

を実現している。 
３つの学系への割り振りを 1 年次の

前期終了時に行い、早い段階で専門性

の高い教科の履修を促すことで、学習

意欲の底上げをはかっている。 

【特色】 
学生自身で確認できる Web での卒業

判定を４年次になってからでなく、２年

次から可能とし、早い段階で不足してい

る卒業要件単位数を把握できる。 

【特色】 
各授業のシラバスにディプロマ・ポリ

シーに関連付けた到達目標（「知識・理

解」、「汎用的技能」、「態度・志向性」、「総

合的な学習経験と創造的思考」）を明記

し、学生に周知している。 
ディプロマ・ポリシーの達成を確認す

るため卒業論文に対して学科共通のル

ーブリック評価を実施している。学系毎

に卒業論文の発表会を開催し、４年次生

だけでなく、教育の一環として１年次生

にも参加させている。 

【特色】 
教育体系の点検を行い令和５年度の学部

学科改組を完了した。教職課程において

は、質向上を目指した自己点検・評価の取

り組みを行った結果、一般社団法人全国私

立大学教職課程協会から令和 2～3 年にか

けて好事例校に選定された。 

現状説明を 
踏まえた 

問題点及び次

年度への課題 

【問題点】 
各学系の履修モデルは用意している

が、教育課程の体系を示す履修系統図を

用意しておらず、科目間の関連及び順次

性を十分に示せていない点が問題であ

る。 
 

【問題点】 
学生の授業外の学習時間が十分に確

保できていない科目がある。 
３学系への割り振りを早期に実施し

ているが、一方でその後の履修を進め

る過程で、研究分野の変更等を生じた

学生が学系転換を希望するケースへの

配慮が不足している。 

【問題点】 
 コロナ禍でのリモート主体の学生指

導の影響により、科目区分や選必区分ご

とに細かく設定した卒業要件を理解し

ていない学生が散見される点が問題で

ある。 

【問題点】 
卒業論文の評価にルーブリック評価

の導入により評価基準の細分化や明確

化は改善されたが、評価の妥当性を検証

する余地は残されている。 

【問題点】 
大学運営全般に係わる会議体として運

営委員会があるが、学部学科の長期的構想

について、恒常的に検討する専門機関が必

要である。 
教育課程及びその内容、方法の点検・評

価を研究室単位で恒常的に汲み上げる機

能が不足している点が問題である。 
【課題】 

学生に対して科目間の関連性や順次

性を十分に伝えるために、春、秋それぞ

れの学期開始時のガイダンス、及び基礎

演習において、履修モデル等を用いてそ

の指導を周知徹底する必要がある。 

【課題】 
卒業研究や演習系の授業については、

授業外の学習を担保できるが講義科目

については、それが十分ではない。講

義科目においても課題を課すなど、授

業外の学習時間を確保する必要があ

【課題】 
春、秋それぞれの学期開始時のガイダ

ンス及び基礎演習において、卒業要件に

ついて、成績表と卒業要件を的確に見比

べながら履修指導を徹底し、また履修モ

デルを活用のうえ指導する必要がある。 

【課題】 
学科、学系を通して卒業論文のルーブ

リック評価の実績に鑑み、次年度の評価

に向けた体制整備を進める必要がある。 

【課題】 
学部学科の長期的構想について、恒常的に

検討する専門機関に課題があったが、令和

3 年度「総合情報学部将来構想委員会」を

設置し、トップダウンで長期的構想を検討

する体制は確立された一方で、研究室単位
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る。 
 また、学系振り分け後に生じる専門

分野の変更やスキルの乖離を是正する

ため、適格なタイミングでの学系変更

の追加措置が求められる。 

でボトムアップにより意見集約する機能

を整備する必要である。 

根拠資料名 

・学生ハンドブック２０２３ 
 

・学生ハンドブック２０２３ 
・J-port 

・学生ハンドブック２０２３ 
・J-port 

・学生ハンドブック２０２３ 
・J-port 

・大学院及び総合情報学部次期改革委員会 

議事録 

・総合情報学部将来構想検討委員会議事

録 
・総合情報学部教授会議事録 

・学生ハンドブック２０２３ 

・一般社団法人全国私立大学教職課程協

会教職課程質保証に関する特別委員会編 

令和 2 年度文部科学省委託事業 「教員

の養成・採用・研修の一体的改革推進事業」 
運営の責任体制と自己点検・評価を核とし

た教職課程質保証評価に関する研究報告

書，令和 3（2021）年 3 月 22 日 
・一般社団法人全国私立大学教職課程協

会 『教師教育研究』，第 34 号（2022 年

3 月刊行予定），自己点検評価の特集号 
・関東私立大学教職課程協会 会報 91 号

（2022 年 5 月刊行予定），2021 年度第 2
回研究懇話会のシンポジウム講演 
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２．学生の受け入れに関する点検・評価項目 
 ① ② 

点検項目 
学生の受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や体

制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。 
学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもと

に改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

自己評価 
（☑を記入） 

☑ している 
□ 一部している 
□ していない 

☑ 行っている 
□ 一部行っている 
□ 行っていない 

点検項目に 
対する 
現状説明 

学生募集及び入学者選抜に関しては、本学のアドミッション・ポリシーに鑑み、学習募集の計画、

学部紹介パンフレットの作成・ホームページを使用した広報、学生募集行事（オープンキャンパス

等）の実施、入学試験の実施をそれぞれ行っている。 
 

現在、学生の受け入れについては、入学試験を「総合型選抜 （未来創造型）」、「総合型選抜」、

「学校推薦型選抜（公募制推薦）」、「学校推薦型選抜（指定校推薦）」、「帰国生選抜」、「一般選

抜」、「共通テスト利用選抜」、「外国人留学生選抜」の主に８種類で実施している。これらにつ

いては、毎年、入試・広報委員会、運営委員会、教授会で機関決定されている。令和元年より、

ディプロマ・ポリシーをさらに反映するべく一般入学試験（Ⅰ期／Ⅱ期）を３時限性に変更し、

今年度も同様の形態で入学試験を実施している。 
 

現状説明を 
踏まえた 
長所・特色 

【長所】 
・毎年、年度当初にオープンキャンパスの年間計画を全教員に提示、学生募集に対応している。 
・一般試験については、本学独自の「監督実施要領」を作成し公平な入学者選抜を行っている。 
 

【長所】 
・毎年、入試・広報委員会、運営委員会、教授会など複数の機関での議論をとおして学生の受

け入れが決定されている。 
・多様な入学試験を実施することで、様々な可能性を持った学生を選抜している。また、一般

入学試験（Ⅰ期／Ⅱ期）を３時限性の下、選択科目を幅広く設け、広く学生の受け入れを行っ

ている。また、英語については、外部検定試験を見なし得点に変更する制度を設けている。 
【特色】 
・全教員が一般試験の説明会に参加し、入試の実施について共通の理解をしている。 
・コロナ禍では申込み制による来場者を制限するなど制約の多いオープンキャンパスであったが、

令和５年度からは学系別の個別相談を全面的に復活させるなど受験生に対してきめ細かく対応し

ている。 
 

【特色】 
・複数の機関決定をもって学生の受け入れ体制を決定している。 

現状説明を 
踏まえた 

問題点及び次

年度への課題 

【問題点】 
・昨今の受験生の応募状況を考慮しつつ、学生の受け入れ方針に基づく入学者選抜の作業（例えば

指定校推薦での入学者比率の判断など）が難しくなっている点が問題である。 
・令和５年度からはオープンキャンパスの模擬授業を通して本学の特色をアピールすることが可

能となったものの、新設されたデータサイエンス学系を受験生に PR するためのコンテンツが不足

している。 

【問題点】 
・定期的な点検制度の方法に大きな問題はないが、近年、学力の高い受験生が増加、または減

少するなど入試を取り巻く状況は年々変化していることから、学生の受け入れの適切性を連続

的に評価することは難しくなっている。 
 

【課題】 
・近年の受験者の学力水準を反映し、学科・学系を中心とした総合的な検討が必要である。入学者

の選抜については、総合型選抜や推薦入試の課題、一般試験の入学試験問題について今年度の入試

結果を踏まえて調整する必要がある。 
・令和５年度の改組に伴い各学系の新たな魅力を発信できるよう工夫し、オープンキャンパスの実

施体制を含め学生募集の体制を一段と強化する必要がある（特に、データサイエンス学系における

【課題】 
・入試制度の変更は、受験生への配慮から２年前の告知が必要であり、１年次の４月上旬に１

年生を対象に実施される英数国の基礎学力調査の結果を活用しながら、かつ進学状況の適格な

予測に基づき、点検・評価する必要がある。 
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学びの魅力を受験生にアピールすることは難しいため、データサイエンス学系のＰＲコンテンツ

の充実は喫緊の課題である）。 

根拠資料名 

・学部紹介パンフレット 
・大学ホームページ 

・入試広報委員会議事録 
・運営委員会議事要旨 
・総合情報学部教授会議事要旨 
・学部紹介パンフレット 
・大学ホームページ 
・第 13 回東京情報大学総合情報学部将来構想検討委員会資料 
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３．教員・教員組織に関する点検・評価項目 
 ① ② ③ ④ ⑤ 

点検項目 
各学部・研究科等の教員組織の編制に

関する方針を明示しているか。 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教

育研究活動を展開するため、適切に教員組

織を編制しているか。 

教員の募集、採用、昇任等を適切に行っ

ているか。 

教員の資質の向上を図るための方策を組

織的かつ多面的に実施し、教員及び教員組

織の改善につなげているか。 

教員組織の適切性について定期的に点

検・評価を行っているか。また、その結

果をもとに改善・向上に向けた取り組

みを行っているか。 
自己評価 

（☑を記入） 

☑ している 
□ 一部している 
□ していない 

☑ している 
□ 一部している 
□ していない 

☑ 行っている 
□ 一部行っている 
□ 行っていない 

☑ つなげている 
□ 一部つなげている 
□ つなげていない 

☑ 行っている 
□ 一部行っている 
□ 行っていない 

点検項目に 
対する 
現状説明 

3学系での特色ある教育を実現するた

めに、各教員をそれぞれの専門分野に

従って各学系に配置している。 
令和 5 年度からの新体制において、新

規教員の補充計画と共に各教員の専門

分野での力を十分に発揮できる体制を

とっている。 

総合情報学科では令和５年度からの新

体制で、それぞれの教員の専門分野に従

って、情報システム学系内に３研究室、

エータサイエンス学系内に３研究室、情

報メディア学系内に３研究室を設け、そ

れぞれの研究室内で協力し合って研究・

教育を行う体制を取っている。 
 

教員の募集に関しては採用計画に従

い実施している。また昇進等に関して

も、資格審査等を厳密に行っている。 

ファカルティ・ディベロップメント

（FD）活動を実施している。教員の質的

向上に対しては、各学期に授業ごとの「授

業評価アンケート」を実施している。 
例年、ＦＤ委員会で検討したテーマにつ

いて、教員の質の向上に向けた講演会を開

催している。 

学科・学系の教育体系、科目構成に対

応した昇格、採用等の人事を行ってい

る。また、毎年教員に個人調書を提出し

てもらい、研究業績や研究・教育活動の

実績を点検/確認している。 

現状説明を 
踏まえた 
長所・特色 

【長所】 
・「東京情報大学基本方針」に明記し、

公式ホームページで公開している。 

【長所】 
・学科の中に３つの学系を置くことによ

り教育体系を整理し、教育・研究の体制を

編成している。 

【長所】 
・全ての採用について、公募の形式を取

り、広く公平に採用人事を進めている。 

【長所】 
・授業評価アンケートの結果について、当

該科目のコメントを全教員に課し、学生へ

の回答としている。 

【長所】 
・毎年、個人調書の提出後、各学系長

が、研究業績等を確認している。 

【特色】 
・大学公式ホームページを通じて学内

だけでなく、学外にもその方針を公開

している。 

【特色】 
・学系制を編成することにより、専門的な

教育を提供するとともに教員の研究体制

を実現している。 

【特色】 
・採用・昇格において、大学共通の資格

審査基準を用いて審議している。 

【特色】 
・毎年定期的に、授業評価アンケートを実

施し、あわせて、ＦＤ委員会テーマを検討

し、教員の質の向上に向けた講演会を定期

的に開催している。 

【特色】 
・提出された個人調書、業績書に基づ

き各学系で教員組織を視野に入れた昇

格人事が、毎年、検討されている。 

現状説明を 
踏まえた 

問題点及び次

年度への課題 

【問題点】 
・情報の公開が大学公式ホームページ

のみであるが、さらなる情報掲載の場

が不足している点が問題である。 
 

【問題点】 
・適切な教員組織の編成を適切に行うた

めに、研究室単位の意見をボトムアップで

集約する機能が不足している点が問題で

ある。 

【問題点】 
・情報システムの一部分野において教員

の採用が難しく、計画した教員の採用が

できていない点が問題である。 

【問題点】 
・例年ＦＤ委員会で開催を検討している

が、テーマ設定の長期目標が定められてい

ない点が問題である。 

【問題点】 
・研究室単位で教員配置を点検できて

いない点が問題である。 
・定期的な教員組織の検討を行ってい

るが、教員組織の経年変化に対応でき

る昇格ができていない。 
【課題】 
・さらなる情報公開に向けて内容のあ

り方について学科で意見を集約する必

要がある。 

【課題】 
・教員組織の編制方針を研究室単位で明

示する必要性がある。 

【課題】 
・新規採用について、広く応募者を募れ

るように情報発信の内容や手段を工夫

する必要がある。 
 

【課題】 
・変化する社会状況や学内事情に鑑み、長

期的な視点でＦＤ改善に向けた計画を検

討する段階にある。 

【課題】 
・適切な教員や研究室の配置に関する

状況分析を研究室単位で収集しながら

点検する必要がある。 
・昇格の妨げになっている要因として

業績数の達成があげられることから、

准教授、助教の職位にある教員の研究

支援できる体制を学科、学系、さらには
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研究室にて支援する必要がある。 

根拠資料名 

・学生ハンドブック２０２３ 
 

・大学院及び総合情報学部次期改革委員

会 議事録 
・学生ハンドブック２０２３ 
 

・資格審査基準マニュアル ・総合情報学部教授会議事録 ・教員個人調書 

 


